令和８年度青森県農林水産業への企業参入促進事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１　県は、農林水産業の新たな担い手として企業の参入を促進するため、県内の農林水産事業者（農林水産事業者が組織する団体を含む。以下「事業実施主体」という。）が企業からの資本参入を呼び込むために実施する経営規模拡大等の取組に要する経費について、令和８年度予算の範囲内において、事業実施主体に対し、青森県農林水産業への企業参入促進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和45年３月青森県規則第10号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２　この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるとおりとする。
（１）企業
　　　原材料調達を目的に本県農林水産業への参入意向のある外食事業者等をいう。
（２）投資
　　　企業が事業実施主体に対して行う資金提供や出資のほか、これらに準ずるものとして知事が認めるものをいう。

（３）資本参入
　　　企業が原材料の安定的な調達を図るため、事業実施主体と原材料の安定供給に向けた業務提携・連携を行ったうえで、事業実施主体が行う生産規模拡大等の取組に対して必要な投資を行うことをいう。
（４）資本参入プラン
　　　資本参入を行う企業と事業実施主体が共同で作成する原材料の生産・供給体制の強化に係る計画をいう。

（補助対象経費等）

第３　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助金の額及び採択要件は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第４　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

（１）資本参入プラン（第２号様式）
（２）その他知事が必要と認める書類
（補助金の交付の条件）

第５　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。

（１）補助事業について、別表に定める重要な変更をする場合においては、事業変更承認申請書（第３号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

なお、別表に定める重要な変更に該当しない場合であっても、変更の内容を十分に精査し、必要に応じて知事の指導を受けること。

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第３号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。

（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交付に係る年度の翌年度から５年間保管しておくこと。

（５）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって
管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。

（６）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（機械及び器具にあっては、第10に規定するものに限る。）について、財産管理台帳（第４号様式）その他関係書類を第11に規定する期間整備保管すること。

（７）規則第19条本文の規定により知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合において、知事の定めるところにより、その収入の全部又は一部を県に納付すること。

（８）補助事業の成果について、令和８年度から３年間各年度における事業成果報告書（第５号様式）を作成して、当該各年度の翌年度の６月30日までに知事に提出すること。
　　　なお、資本参入プランにおける投資計画が令和11年度以降にも及ぶ場合においては、投資実績の額が補助金の額以上の額となる年度まで事業成果報告書（第５号様式）を作成して、当該各年度の翌年度の６月30日までに知事に提出すること。
（申請の取下げの期日）

第６　規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して15日を経過した日とする。
（補助金の交付方法）

第７　補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、知事が必要があると認めるときは、概算払により交付することがある。

（補助金の請求）

第８　補助金の請求は、補助金（概算払）請求書（第６号様式）を知事に提出して行うものとする。

（実績報告）

第９　規則第12条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して30日を経過した日又は令和９年４月15日のいずれか早い期日までに事業完了（廃止）実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。
（１）補助対象経費の支払状況が確認できる書類の写し

（２）財産管理台帳（第４号様式）の写し

（３）その他知事が認める書類

　
（処分の制限を受ける財産）
第１０　規則第19条第４号に掲げる処分の制限を受ける財産は、その取得価額又は効用の増加価格が50万円以上の機械及び器具とする。
（処分の制限を受ける期間）

第１１　規則第19条ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を経過するまでの期間又は５年のいずれか長い期間とする。
附　則
　この要綱は、令和８年７月24日から施行し、令和８年４月１日から適用する。

別表（第２、第４関係）
	区　分
	補助対象経費
	補助金の額
	採択要件
	重要な変更

	１ ソフト事業
	　資本参入の意向を示している企業に対し、原材料を安定供給するための生産・供給体制の強化に要する次の経費
・生産規模拡大等に向けたアドバイザー経費、期限付き職員の人件費、借地料、機械設備のレンタル料等
・販売部門の強化及び物流・加工拠点の設置等に向けたアドバイサー経費、期限付き職員の人件費、借地料、貸倉庫等の使用料等

・その他知事が認める経費
	補助対象経費の実支出額の２分の１に相当する額又は3,000千円のいずれか低い額以内の額
	１　原材料調達として多品目又は大規模な需要が見込まれ、他の農林水産事業者にも資本参入の効果が波及すると認められる企業と共同で資本参入プランを作成していること。
　
２　資本参入プランにおいて、企業から補助金の額以上の投資を受けることとしていること。
	１　事業実施主体の変更
２　補助金の増又は　
30％を超える減

	２ ハード事業

	　資本参入の意向を示している企業に対し、原材料を安定供給するための生産体制の強化に要する次の経費
・生産規模拡大等に向けた農業機械、農業用ハウス等の購入費
・その他知事が認める経費
	補助対象経費の実支出額の３分の１に相当する額又は7,000千円のいずれか低い額以内の額
	
	


